
電気工事業の開始届出手続きについて 
 

この御案内は、届出に該当する方が手続きを行うためのものです。 

＊ 建設業許可をお持ちでない方や、自家用電気工事のみ行う方は別の手続きになり

ますので御注意ください。 

 

（参考）電気工事業を行う際の手続きは、電気工事の種類や建設業許可の有無によって、以

下のような区分になっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 届出に必要な書類について 

① 電気工事業開始届出書（この案内書に添付されています。） 

② 誓約書・主任電気工事士の雇用証明書（この案内書に添付されています。） 

③ 主任電気工事士等の実務経験証明書（この案内書に添付されています。） 

  ※主任電気工事士が第一種電気工事士の場合は、実務経験証明書は不要です。 

④ 備付器具調書（この案内書に添付されています。） 

⑤ 標識仕様書（この案内書に添付されています。） 

⑥ 主任電気工事士の電気工事士免状原本 

⑦ 住民票抄本 … 申請者が個人の場合 

登記簿謄本 … 申請者が法人の場合 

⑧ 建設業許可通知書の写し 

 

一般用電気工事

を行うか？ 

建設業の許可を

持っているか？ 

建設業の許可を

持っているか？ 

登録 

届出 

通知 

みなし通知 

はい 

はい 

はい 
いいえ 

いいえ 

いいえ 

※注意事項 

 実務経験証明書における証明者の印は、証明者が個人事業主の場合

は個人の印、法人の場合は法人代表者印を押してください。 

 主任電気工事士が第一種電気工事士の場合は、実務経験証明書は不

要です。 

 住民票・登記簿謄本は申請日以前３ヵ月以内のものを添付してく

ださい。（コピー不可） 



２ 届出等の要件について 
(1)  営業所ごとに主任電気工事士を１名選任すること。 

主任電気工事士に選任されるには、下記の条件のどちらかを満たすことが必要です。 
ア 第一種電気工事士免状を取得していること。 
イ 第二種電気工事士免状を取得後３年以上の実務経験を有し、証明できること。 
（注）２つ以上の営業所の主任電気工事士を兼務することはできません。 

(2)  事業者、法人役員及び主任電気工事士が登録拒否要件に該当しないこと。 
電気工事業法、電気工事士法及び電気用品安全法に違反したことがない等。 

(3)  工事後の確認用の検査器具を営業所に備え付けていること。 
電気工事が適正に行われたどうかを検査する等のために必要な器具を営業所に備え

付けなければなりません。 
一般用電気工事を行う場合は①から③まで、自家用電気工事を行う場合は①から⑦ま

でを必要とします。 

   ①絶縁抵抗計 

   ②接地抵抗計 

   ③抵抗及び交流電圧を測定できる回路計 

   ④低圧検電器 

   ⑤高圧検電器 

   ⑥継電器試験装置       借用・計測依頼等で対応することも 

   ⑦絶縁耐力試験装置     できます。 

 
（参考） 電気工事業とは？ 

「一般用電気工作物」又は「自家用電気工作物」を設置、変更する工事を業として営むことです。 
 

 「一般用電気工作物」…電力会社から６００Ｖ以下で受電する電気工作物 
            例：一般住宅等の屋内外配線及び設備 
 「自家用電気工作物」…電力会社から高圧（６００Ｖ超）で受電する電気工作物 
            例：ビル・工場等のキュービクル本体及び２次側 
              ただし、電気工事業法の手続きが必要とされる範囲は、 
             「受電電力容量が50kW以上500kW未満の設備」です。 

※「電気工事」の範囲は広く、場合によっては申請手続が不要の場合もありますので、詳しくは

埼玉県化学保安課（０４８－８３０－８４３５）にお問い合わせください。 

 

３ 届出手続き後 

 届出書提出後、おおむね２週間で「届出受理通知書」を郵送します。 

 

   

問い合わせ先  〒３４７－８５０１ 
 加須市三俣２-１-１ 
 加須市経済部産業振興課  
 ＴＥＬ ０４８０－６２－１１１１ 
 ﾌｧｸｼﾐﾘ ０４８０－６２－１９３４ 



様式第１８（第２４条） ×整理番号  ×届出番号  
  
 
 
 
 
 
 
 

電 気 工 事 業 開 始 届 出 書 

 
年    月    日 

 加 須 市 長 様 
 

 （〒     ）電話 
 
 

  住  所 
  

 
（フリガナ） 

  氏名又は名称 

法人にあっては 

代表者の氏名 

 
 電気工事業を開始しましたので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第３４条第４項の規定によ

り、次のとおり届け出ます。 

 

１ 建設業法第３条第１項の規定による許可を受けた年月日及び許可番号 

           年   月   日 埼玉県知事許可（ 般 ･ 特 －  ）第        号 

 

２ 電気工事業を開始した年月日 

              年   月   日 

 
３ 営業所等 
 

営 業 所 の 名 称  

営 業 所 の 所 在 地  

電 気 工 事 の 種 類     一般用電気工作物のみ  ・  一般及び自家用電気工作物 

 主 任 電 気 
 工事士氏名 

  電気工事士 
 免状の種類 
 交 付 番 号 

 
 第  種（    県）第      号 

 
（備考）１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ ×印の項は、記載しないこと。 



誓     約     書 

主任電気工事士の雇用証明書 

 

年    月    日 
  （あて先） 

      加 須 市 長 
 
１ 主任電気工事士 ・ 個人申請者 兼 主任電気工事士 
         私は、電気工事の業務の適正化に関する法律（電気工事業法）第６条第１項第１号から第 

   ４号までに該当しないことを誓約いたします。 
 

住        所 
 
 

氏        名 
 
 

生 年 月 日           年    月    日 生 
 
 

雇 用 年 月 日           年    月    日 
 

電気工事士免状 
種類 及び 番号      第   種（     県）第     号 

 
電気工事士免状 
交 付 年 月 日             年    月    日 交付 

 
 
     ★申請時に電気工事士免状を必ず持参のうえ、 
      係員の確認を受けてください。 

 電気工事士免状 
 確  認  欄 

 

 
２ 申請者 
         私（当社及び当社の役員）は、電気工事の業務の適正化に関する法律（電気工事業法）第 

   ６条第１項第１号から第５号までに該当しないことを誓約いたします。 
         あわせて、上記の者は、私（当社）の従業員であることを証明します。 
 

住    所 
 

氏名又は名称 
法人にあっては 
代表者の氏名 

 
  この誓約書は、登録・届出又は通知しようとするもの（法人にあっては役員も含む）及び主任電気工事士が、電気工事業法・
電気工事士法・電気用品安全法に違反したことが無い者であることを誓約して頂くものです。 



※ 主 任 電 気 工 事 士 等 実 務 経 験 証 明 書 
 

年   月   日 

  （あて先） 

加 須 市 長 

 
（    ）知事 

証 明 者           登録・届出・通知・みなし通知 第      号 
（    ）市長 

 
住所 

 

氏名又は名称 

法人にあっては 
代表者の氏名                    ○印  

 

下記１の電気工事士は、下記２のとおり電気工事に従事していた者に相違ありません。 
記 

 

 

 

 １ 

電気工事士氏名 
 ﾌﾘｶﾞﾅ 

  

  生年月日・年令           年     月     日      歳 

 電気工事士免状 
 種類及び交付番号 

  第 二 種 （         県）第         号 

           年       月       日 交付 

 
 

 

 ２ 

 電気工事に従事した職歴（勤務していた期間） 

           年    月    日 ～     年    月    日 

 業務の内容 

 ３ 証明者の事業内容 一般用電気工作物のみ・一般及び自家用電気工作物・自家用電気工作物工事のみ 

 



※ 主 任 電 気 工 事 士 等 実 務 経 験 証 明 書 記 入 例  
 

                                ＊＊ 年 ＊ 月 ＊＊ 日 
  （あて先） 

加 須 市 長 
 
                            （     ）知事               
       証 明 者          登録・届出・通知・みなし通知 第 １６＊＊＊＊ 号 
                            （  ××  ）市長 
 
                           住所    さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

 

                           氏名又は名称 有限会社マガタマ電気   

                           法人にあっては 
                          代表者の氏名        代表取締役 間賀玉男 

   

 
  下記１の電気工事士は、下記２のとおり電気工事に従事していた者に相違ありません。 

 記 

 

 

 １ 

電気工事士氏名 
 ﾌﾘｶﾞﾅ       ﾃ ﾞ ﾝ ｷ  ｺ ｳ ｼﾞ 

       伝 木 浩 二  

  生年月日・年令       ＊＊ 年  ＊ 月  ＊ 日   ＊ 歳 

 電気工事士免状 
 種類及び交付番号 

 第 二 種 （  埼 玉    県）第  ＊＊＊＊＊  号 
       ＊＊  年    ＊  月    ＊  日 交付 

 
 

 

 ２ 

 電気工事に従事した職歴（勤務していた期間） 
   平成 １３ 年  １０ 月  １ 日 ～ 平成 １８ 年 １２ 月 ３１  日 

 業務の内容  （例）一般住宅・アパート等の一般用電気工作物の内線工事 

 

           

 ３  証明者の事業内容  一般用電気工作物のみ・一般及び自家用電気工作物・自家用電気工作物工事のみ 

 

※次のページも、あわせてご覧ください。 
 

 

  

代表取 

締役印 

印鑑は法人代表印 

(個人事業主の場合は個人の印) 

を押印してください。 

 
登録(届出)の番号は必ずご記入ください。 

(空欄では受け付けできません。） 

第二種電気工事士免状取得後３年以上の期間が

必要です。 



実務経験証明書作成にあたっての注意点 

 

実務経験証明書を作成するにあたって、記入漏れや誤りの多い項目についての解説です。 

 

①実務経験証明者欄 

主任電気工事士の実務経験を証明する事業者について記入する欄です。 

 

 

 

 

 

！注意点！ 証明者として認められるのは、次の業者です。 

・電気工事店に勤めていた方→以前の勤務先の電気工事業者 

・その他の場合(前の勤務先が倒産した／個人で自営していた など) 

→元請け、下請け等の電気工事業者２者(証明書は１者につき１枚作成してください。) 

※いずれの場合も、国か都道府県に、電気工事業の登録や届出をしている業者に限ります。 

登録・届出番号を持たない業者による証明は無効です。 

 

②実務経験証明者押印欄 

証明者となる事業者の印鑑を押す欄です。 

 

 

 

 

 

③電気工事に従事していた職歴(従事した期間) 

第二種電気工事士免状を交付された後に、電気工事を行った期間を記入する欄です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実務経験証明書に不備のある申請書は受け付けができません。 
記入漏れや誤りがないか、提出する前に必ずご確認ください。 
 

チェック項目 

□証明者の欄に、証明者の住所、名称、代表者氏名が記入されていますか？ 

□登録(届出)番号欄に、証明者の電気工事業者登録(届出)番号が記入されていますか？ 

 (電気工事士免状番号や建設業許可番号、東京電力の登録番号ではありません。) 

チェック項目 

□(証明者が法人事業者の場合)法人代表者印(丸印)が押印されていますか？ 

□(証明者が個人事業者の場合)事業主個人の印が押印されていますか？ 
 

チェック項目 

□経験期間は、３年以上になっていますか？ 

□経験期間の最初の年月日(始期)は、免状交付日より後の日付になっていますか？ 

□経験期間は、証明者の登録(届出)が有効な期間内ですか？ 
(※登録・届出の有効期間については証明者か、登録先の都道府県等に確認してください。) 



法第２４条・施行規則第１１条 第１項又は第２項 

       備 付 器 具 調 書 

 
氏名又は名称                     

 

 器  具  名 製 造 年 製造番号、型式 台 数 製 造 業 者 名 

 

一 
般 
用 
電 
気 
工 
事 

１ 絶 縁 抵 抗 計 
（ メ ガ ー ）     

２ 接 地 抵 抗 計 
（アーステスタ）     

３ 抵抗及び交流電圧を 
測定できる回路計 
（ テ ス タ ） 

    

自 
家 
用 
電 
気 
工 
事 

４ 低 圧 検 電 器     

５ 高 圧 検 電 器     

６ 継電 器 試 験 装 置     

７ 絶縁耐力試験装置     

 
〈備考〉 ※ 「一般用電気工事のみ」行う場合は、１～３の器具について記入してください。 

 

※ 「自家用電気工事のみ」行う場合、又は「一般用及び自家用電気工事」を行う場合は、 

１～７の器具について記入してください。 

ただし、６・７の器具については「必要な時に使用できる措置」が講じられていれば

よいため、次の方法で対応してください。（どちらかに○をつける。） 

 
１） 当営業所で所有する。 
２） 借り入れ・計測依頼で対応する。 

（依頼先） 
 
  



法第２５条・施行規則第１２条 第２項、第３項又は第４項 

標 識 仕 様 書 

（標識の写真を添付すれば記入する必要はありません） 
 

氏名又は名称                   
 
私は、電気工事業を営むにあたり、営業所及び１日以上の施工場所に以下に示す標識を掲示します。 

 
大きさ たて     ｃｍ  ×  よこ     ｃｍ 
 
材 質                    （例：アルミ板、プラスチック板、ベニヤ板、紙） 
 
       （ 登 録 ）登録電気工事業者登録票 
標識種類   （ 届 出 ）登録電気工事業者届出済票 
（○で囲む） （ 通 知 ）通知電気工事業者通知票 
       （みなし通知）通知電気工事業者通知済票 
 
 
－－－－（参考：標識の形式）－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 
    （登録）                     （届出）             
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(通知)                      （みなし通知）   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     （大きさは自由です）              （大きさは自由です） 
 

 

登録電気工事業者届出済票 
届 出 先 加須市長 届出第******号 

届 出 の 年 月 日  ** 年 ** 月 ** 日 
氏名又は名称   
代表者の氏名   
営業所の名称   
電気工事の種類 ***電気工作物 
主任電気工事士等の氏名  

登録電気工事業者登録票 
登 録 番 号 加須市長 登録第******号 
登録の年月日   ** 年 ** 月 ** 日 
氏名又は名称   
代表者の氏名   
営業所の名称   
電気工事の種類 ***電気工作物 
主任電気工事士等の氏名  

通知電気工事業者通知済票 

通 知 先 加須市長 み通知第*****号 

通 知 の 年 月 日  ** 年 ** 月 ** 日 

氏 名 又 は 名 称  

代 表 者 の 氏 名  

営 業 所 の 名 称  

通知電気工事業者通知票 

通 知 先 加須市長 通知第***号 

通 知 の 年 月 日 ** 年 ** 月 ** 日 

氏 名 又 は 名 称  

代 表 者 の 氏 名  

営 業 所 の 名 称  

３５ 
ｃｍ 
以上 

３５ 
ｃｍ 
以上 

４０ｃｍ以上 ４０ｃｍ以上 


